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　新日本製鉄と住友金属工業の2社が2012年10月を目途に企業合併を行うことで合意に達したことが発表された（日本経済新聞、2011年2月4日号）。独占禁止政策のうえでこの合併計画がどのように判断されるかについて、すでに各方面から幾つもの指摘や論評がなされているが、そこで指摘されていない重要な論点も含めて私見を述べてみたい。
　この合併によって誕生するはずの新会社は、日本国内市場において粗鋼の生産で４０％のシェアをもち、熱延コイル（薄板）、鋼矢板など一部の製品においては５０％、および７０％にも達するシェアをもつことになる。このような大型の水平合併を独占禁止法に照らして承認するべきかどうかが問われることになる。
　その際に独禁法上で問題となる通常の論点は主としてつぎの２つである。

第一に、合併会社の市場シェアが競争制限のおそれが大きいと判断される数値に該当するかどうか。これは市場の範囲を主として国内でみるか、世界市場でみるかによって違ってくると考えられる。世界市場でみた場合には合併会社の市場シェアは当然より低くなる。粗鋼生産シェアでみれば、世界首位のアルセロール・ミタルが6.0％、合併後の新日鉄・住金が3.3％で2位となり、中国の河北鋼鉄集団の3.3％、宝鋼集団の3.2％とほぼ並ぶにすぎない。
また、合併会社が増加した市場シェアを背景にして価格操作などの独占的行動をとるおそれが強いかどうかについての判断も関係してくる。
第二に、合併の経済的効果をどう判断するかである。合併による規模拡大の結果として生産効率の向上や技術力の向上がどれほど見込まれるかが伝統的な考慮のポイントである。

　しかし、今回のケースでは、鉄鋼原料の世界市場において供給側の集中度が非常に高くて、しかも資源需給関係の逼迫を背景にその独占力が強くなっているという状況も考慮されるであろう。その状況において合併が供給側の独占力に対する拮抗力を高めて、鉄鋼生産費用の引き下げ、ひいては鉄鋼価格の安定に役立ち可能性があるという点も考慮される特殊要因となりうる。
　これらの諸点を総合的に勘案して合併承認の可否を判断するというのが独禁法上の従来の考え方であると思われる。しかしながら、今回のケースでは、さらに、従来にはない新たな考慮が必要とされる事情が存在するように思われる。それは世界市場における競争秩序の公平性と競争優位の関係をどう考えるかと言う問題を生じさせている。つまり、企業の競争優位の追求は公平な競争秩序のもとでなされるべきものであるということである。
　具体的に言うと、第一に、世界の鉄鋼業界において突出した生産シェアをもつアルセロール・ミタルという会社が、近年の強引な企業買収によって作りあげられた会社であり、なお今後も競合企業の買収・合併をつうじて鉄鋼の世界市場における支配的地位を獲得しようという意思を持っているとみられる。このような会社が将来に日本の鉄鋼会社の買収に乗り出してきたとき、これにどう対処するのかという問題を考えておかねばならない。
　第二に、現在、世界鉄鋼市場において、アルセロール・ミタル社に次ぐ規模をもつまでに巨大化してきた中国の鉄鋼会社が、いずれも国有企業であって、国家資本主義ともいうべき自由経済とは異質な存在であり、今後これらとどのように向き合ってゆくのかという問題がある。このように異質な背景をもつ巨大企業が、中国の市場にとどまらず世界市場に進出してくるとき、日本の鉄鋼企業はどのようにして競争力を維持してゆくことができるのか。
　そして、第三に、日本の政府と独禁法当局（公正取引委員会）は、ミタル社や中国鉄鋼会社が日本の鉄鋼業界に対して買収攻勢をかけてくる事態が生じたとき、これを阻止することができるのかどうか。また、世界の鉄鋼原料市場における寡占的市場構造のもとで、資源供給大手企業による独占力の行使に対して規制をかけることができるのかどうか。
　これらの問題に対して公正取引委員会と政府が効果的に対応することができるのかどうか、この問いが今回の新日鉄と住友金属の合併事案を契機として改めて浮かび上がってきたというべきであろう。
（完）
